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１ 令和７年度予算の概要 

 
 

 

「わたSHIGA輝く国スポ・障スポ」の成功をはじめ、一人ひとりが輝き、「ひと」「社会・経済」「自然」の

バランスがとれた持続可能な滋賀を目指して、令和７年度は、以下の基本的な方向性により当初予算編成を

行いました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     

【基本的な方向性】 

(1) 「輝く」未来へ、ともにいきる「健康しが」を目指した施策構築   

・「国スポ・障スポ」「大阪・関西万博」の取組およびレガシーの創出を重点テーマに置きつつ、

５本の柱に沿って取組を推進 

    ①子ども・子ども・子ども 

    ②ひとづくり 

    ③安全・安心の社会基盤と健康づくり 

    ④持続可能な社会・経済づくり 

    ⑤CO₂ネットゼロ社会づくりやMLGsの推進 

・「県北部地域の振興」は引き続き集中的に取り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 財政健全化の推進 

 ・行政経営方針2023-2026で定めた収支改善の取組の継続に加えて、財政の持続性・安定性

の確保に向けて、自主財源の確保・充実や未来に向けた投資など新たな行政需要等へのヒト・

財源の配分のシフトを着実に進める。 

県北部地域の振興 

引き続き部局横断により、他地域の先行モ

デルとなるよう、地域資源を活かした魅力

ある地域づくりや、未来を支える人材の育

成などを推進し、関係人口の創出をはじめ

とする地域振興に集中的に取り組む。 

❶子ども・子ども・子ども 

❷ひとづくり 

❸安全・安心の社会基盤と健康づくり 

❹持続可能な社会・経済づくり 

❺ＣＯ₂ネットゼロ社会づくりやＭＬＧｓの推進 

５本の柱に沿って、ともにいきる「健康しが」の

取組を更に推進。 

(１) 当初予算編成の基本方針 

Ⅱ 一般会計および特別会計の状況 

施策の柱 集中的な取組 

「国スポ・障スポ」「大阪・関西万博」の取組およびレガシーの創出 

多様な関わりと協力を得ながら、オール滋賀で「わた SHIGA輝く国スポ・障スポ」の開催および

「大阪・関西万博」への参画を進めるとともに、それらを契機に生まれた有形無形の価値やつなが

りが、滋賀のレガシーとして次世代に引き継がれるよう取組を推進する。 

重点テーマ 
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令和7年度 
当初予算 

令和6年度 
当初予算 

増減（前年度比） 

一般会計 6,462億円 6,145億円 317億円 (5.2％) 

特別会計 2,271億11百万円 2,351億16百万円 △80億5百万円 (△3.4％) 

企業会計 1,578億5百万円 1,509億61百万円 68億44百万円 (4.5％) 

※企業会計は、収益的支出と資本的支出の合計額を記載 
 

【予算の概要】 

①一般会計の予算額は前年度から増加 

・「わたSHIGA輝く国スポ・障スポ」の開催や市町への税交付金および地方消費税の都道府県間の清算

金、後期高齢者医療給付費県費負担金などの社会保障関係経費の増などにより、増額となっている。 

 【歳出の増のうち主なもの】 

○「わたSHIGA輝く国スポ・障スポ」の開催                    ＋  93億円 

○市町への税交付金および地方消費税に係る都道府県間の清算金     ＋  70億円 

○後期高齢者医療や障害者福祉サービスの各給付負担金 

・後期高齢者医療関係費（医療給付費県費負担金、基盤安定対策費負担金、 

高額医療費県費負担金）                     ＋  13億円 

・障害者自立支援給付費負担金                    ＋  11億円 

②産業用地開発事業特別会計の創設 

・県が主体となり、市町と連携して産業用地の開発に着手。 

・産業用地開発に関する収入支出について、特別会計を設けて管理。 
 
 
       

【予算の推移】 
 

 一般会計当初予算額の推移  

  

 

 

 

 

 

 

  

・当初予算額は、平成28年度から令和元年度まで5,000億円台前半で推移 

・令和2年度は、国の防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策に基づく事業などにより増加 

・令和3年度から令和5年度は、新型コロナウイルス感染症対策などにより6,000億円台で推移 

・令和7年度は、新型コロナウイルス感染症対策を除いた予算規模として過去最大 

(２) 当初予算の規模等 

 

 

（億円） 
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     県税は、個人県民税や法人二税の増収等により増加 
 
県税収入は、対前年度当初予算比で大きく増加し、157 億円増（＋8.8%）の 1,950 億円となる

見込みです。令和 6 年度に実施された定額減税の影響がなくなることや、個人所得の増加、企業業績

が堅調であること等から、個人県民税や法人二税等の増収が見込まれます。 

基幹税目である個人県民税と法人二税の状況等は下記のとおりです。 
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(億円) (％)

県 税 当 初 予 算 額 の 推 移

1,286

1,202

1,477

1,885

1,790

法人二税

県 税 に 占 め る
法 人 二 税 の 割 合

個人県民税

県 税 に 占 め る
個人県民税の割合 その他の税

(年度)

1,273 1,310

1,725
1,793

1,950

1,333

1,460

◆主な税目の状況 

地方法人特別税の
導入（法人事業 
税の一部国税化） 

1,520 

 

令和6年度

当初予算

1,793

令和7年度

当初予算

1,950

個人県民税 557

個人県民税 640

法人二税 560

法人二税 613

256

281

204

202

128

124

88

90

地方消費税 

1,555 

 

軽油引取税 

1,550 1,640 

自動車税 その他の税 

1,411 

(億円) 

(３) 当初予算のポイント 

三位一体の改革
による税源移譲 

1,617 

1,768 

1,858 
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       一般財源総額については、地方交付税や地方特例交
付金などの減少により前年度から減少 

 

令和７年度当初予算における一般財源総額は、地方交付税や地方特例交付金などの減少が見込ま

れることにより、令和６年度最終予算比で 152 億円減（△4.0%）となり、3,624 億円となる見

込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、財政収支見通し（令和 6 年 3 月試算）との比較では、一般財源総額は 119 億円増(＋3.4％)

を見込んでいます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

地方交付税 1,320 

地方交付税 1,360 

臨時財政

対策債 20

県税 1,871 

県税 1,950 

地方

譲与

税

283

地方

譲与

税

303

地方特例

交付金

11

地方特例

交付金

11

（億円）

Ｒ7 

 

 

 

 
Ｒ7見込 

財政収支 

見通し 

(R6.3) 

 

 

3,414 3,374 
3,312 

3,793 

3,648 
3,599 

3,776 

3,624 

2,900

3,100

3,300

3,500

3,700

3,900

平30 令元 令2 令3 令4 令5 令6 令7

（億円）
一般財源総額の推移

3,624億円 
（＋119億円） 

3,505億円 

※便宜的にベースラインケースと成長実現ケースの各項目の数値の中間値を算出したものです。 

 

（注）1 令和 5年度までは決算額、令和 6年度は最終予算額、令和 7年度は当初予算額です。 
2 一般財源総額は県税、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金および臨時財政対策債の合計額です。 

 

(年度) 

地方消費税等 

税率引き上げ 

8%→10%(R元.10～) 

一般財源総額の比較(対財政収支見通し(R6.3)) 
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実質的な県債については、発行額、残高ともに増加 

 
県債発行額は 626億円で、対前年度当初予算比 28億円（4.7%）の増となっています。これは、

近江学園の整備完了などに加え、臨時財政対策債の発行額がゼロとなった一方で、道路関係公共事
業（国直轄事業含む）や新・琵琶湖文化館の整備、特別支援学校の分離新設に向けた用地取得など
により発行額が増加したことが主な要因となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
令和 7 年度末の県債残高は、令和 6 年度末から増加し、1 兆 895 億円となる見込みで、臨時財

政対策債を除く実質的な県債残高は 415億円増加し、7,181億円となる見込みです。 

今後、県民の安全・安心を守るための防災・減災、国土強靱化対策のほか、公共施設等の長寿命

化対策などにより、実質的な県債残高や公債費の増加が見込まれることから、毎年度の予算編成を

通じた県債発行額の管理などにより負担の平準化を図る必要があります。 
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7,567 7,508 7,438 7,492 7,496 7,245 6,967 6,721 6,547 6,385 6,298 6,236 6,256 6,232 6,338 6,519 6,601 6,596 6,652 6,766 
7,181 

1,234 1,421 1,568 
1,744 

2,135 2,715 3,124 3,531 3,898 4,183 4,343 4,431 4,504 4,562 4,549 4,535 
4,576 4,363 4,150 3,937 

3,714 8,801 8,929 9,006 
9,236 

9,631 

9,960 10,091 10,252 
10,445 10,568 10,641 10,667 10,760 10,794 10,887 11,054 11,177 

10,959 
10,802 10,703 

10,895 

(億円)

(年度)

県債残高の推移

(注)  令和5年度までは各年度末残高であり、令和6年度は決算見込額、令和7年度は当初予算額に基づく各年度末

現在高見込額です。

臨時財政
対策債 
△223 

実質的な
県債 
+415 
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946
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（億円）

県債発行額（一般会計）

◇臨時財政対策債 

R６→R７  △20 億円 

          (20 億円→0 円) 

◇実質的な県債（臨時財政対策債以外） 

R６→R７   ＋48 億円 
 
・道路関係公共事業            ＋19 億円 

・新・琵琶湖文化館整備       ＋16 億円                   

・特別支援学校の分離新設     ＋16 億円 

など 

 (注)各年度当初予算額です。 
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       プライマリーバランスは、４年連続で黒字を確保 
 

プライマリーバランスは、県債以外の歳入で、県債元利償還金を除いた歳出をまかなえるかどう

かを示す基礎的財政収支のことで、これが黒字であれば財政の中長期的な持続可能性を保つことが

できるとされています。 

令和７年度予算では、４年連続で黒字となる見込みです。 

なお、令和７年度予算においては、臨時財政対策債の発行額がゼロとなるため、臨時財政対策債 

 を地方交付税とみなす実質的なプライマリーバランスも同額の黒字となります。 

 

令和７年度のプライマリーバランスのイメージは、下図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※臨時財政対策債 

 の発行額ゼロ 
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(億円)
(億円)

(年度)

プライマリーバランスの推移

県債除く歳入額

元利償還金除く歳出額

（注） 令和5年度までは決算額、令和6年度は決算見込額、令和7年度は当初予算額です。

臨時財政対策債を地方交
付税とみなした場合のプ

ライマリーバランス

プライマリー
バ ラ ン ス

県税収入等 

（県債以外の収入） 

県債の元利償還金 

を除く支出 

プライマリーバランスが 

黒字だと… 

5,836 億円 

県債の 
元利償還金 

5,740 億円 

県債発行に
よる収入 

県債を除いた県税等
の歳入で、その年度
の行政サービスに必
要な歳出をまかなうこ
とができています。 

歳入（県債除く）が歳出（元利償還金除く） 
を上回っていることから、プライマリー 
バランスは黒字となります。（＋96億円） 

歳  入 歳  出 



 
- 12 - 

0

200

400

600

800

1,000

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 令元 令2 令3 令4 令5 令6 令7

53 46 50 

23 

37 
75 98 

145 
181 190 191 

157 156 
197 218 222 

321 288 318 318 276 171 
146 145 

106 
37 

72 
86 

102 

119 123 121 

91 80 

100 
108 117 

197 

174 123 143 

110 
275 

281 249 326 

644 

613 
497 

442 
412 356 

320 

281 288 

262 
249 

259 

345 
421 

483 488 

345 
499 

473 
444 

455 

718 

760 

681 689 
712 

669 
632 

529 524 
559 

575 
598 

863 
883 

924 
949 

731 

（億円）

（年度）

基金残高の推移（一般会計）
特定目的基金

県債管理基金

財政調整基金

（注）令和5年度までは各年度末現在高であり、令和6年度は決算見込額、令和7年度は当初予算額に基づく各年度末
現在高見込額です。

 

      財政調整基金については、財源不足への対応により 
残高が減少 

 
財源不足への対応のため財政調整基金を 42 億円、県債管理基金を６億円取り崩すこととしてお

り、このうち財政調整基金の令和７年度末残高は財政運営上の目標である 100 億円を確保できるも

のの、276 億円となる見込みです。 

また、特定目的のためにあらかじめ財源を準備してきた特定目的基金についても、引き続き各事

業に充当し、活用することとしています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和７年度末現在高見込み（億円）
 

財政調整基金                275.8 

県債管理基金                110.0 

福祉・教育振興基金          66.8 

県立高等専門学校整備運営基金   22.4 

県立大学整備基金        13.8 

CO2ﾈｯﾄｾﾞﾛ社会づくり推進基金      16.2 

退職手当基金           21.4 

公共建築物等長寿命化等推進基金  45.7 

文化振興基金           20.1 

文化財保存基金                  12.4 

後期高齢者医療財政安定化基金  21.1 

子ども・若者基金                11.6 

 

■令和７年度中の取り崩し予定額（億円） 

財政調整基金            42.0 

県債管理基金            34.8 

福祉・教育振興基金            10.0 

県立大学整備基金           2.6 

CO2ﾈｯﾄｾﾞﾛ社会づくり推進基金       7.3 

国民スポーツ大会・全国障害者スポ   89.3 

ーツ大会運営等基金 

琵琶湖管理基金              2.7 

琵琶湖森林づくり基金         8.1 

地域医療介護総合確保基金      24.2 

子ども・若者基金           5.4 

公立学校情報機器整備基金       30.2 

 

主な基金の状況 

令和７年度末現在高 

財政調整基金 276 億円 
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○歳入予算 

   歳入予算の構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○歳入予算増減の主な状況 

 

 

 

○個人県民税 ＋83 億円（＋14.9％） 

令和６年度に実施された定額減税の影響がなくなること、また、個人所得の増加や直近の株

高傾向を踏まえ、対前年度比 83 億円増の 640 億円を計上しています。 

○法人二税  ＋53 億円（＋ 9.4％） 

堅調な企業業績を反映し、対前年度比 53 億円増の 613 億円を計上しています。 

○地方消費税 ＋25 億円（＋ 9.8％） 

消費支出の増加や物価上昇等を踏まえ、対前年度比 25 億円増の 281 億円を計上していま

す。 

 

 

 

都道府県間の財政力格差を是正するため特別法人事業税（国税）を再配分する特別法人事業譲

与税があり、対前年度比 27 億円増（＋10.5％）の 284 億円を見込んでいます。 

その他に地方揮発油譲与税を 15.9 億円、自動車重量譲与税を 2.1 億円、石油ガス譲与税を

0.5 億円、森林環境譲与税を 0.6 億円計上しています。 

 

 

地方譲与税 ＋27 億円（＋9.7%、⑦303 億円 ← ⑥276 億円） 

県税 ＋157 億円（＋8.8％、⑦1,950 億円 ← ⑥1,793 億円） 

(４) 一般会計当初予算の内容 

県税

195,000

(30.2%)

地方消費税清算金

72,201

(11.2%)

分担金及び負担金

5,175

(0.8%)

使用料及び手数料

7,952

(1.2%)

財産収入

1,047

(0.1%)寄附金

432

(0.1%)
繰入金

27,871

(4.3%)

繰越金

0

(0.0%)

諸収入

36,946

(5.7%)

地方譲与税

30,308

(4.7%)

地方特例交付金

1,050

(0.2%)

地方交付税

136,000

(21.0%)交通安全対策特別交付金

320

(0.1%)

国庫支出金

69,317

(10.7%)

県債

62,581

（9.7%）

自主財源

346,624

(53.6%)

依存財源

299,576

(46.4%)
歳 入 合 計

6,462億円

（単位：百万円）

うち臨時財政対策債
－ (－%)
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令和 7 年度の国の地方財政計画では、地方税および地方譲与税が増収となる一方、人件費や物

価高騰対応経費などが増額されたことから地方交付税が増加となっています。 

本県においても、国と同様に増加が見込まれることから、本県への交付額としては、前年度に

比べ 40 億円増の 1,360 億円を計上しています。 
 

 

 

（増加）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 ＋16 億円   物価高騰対策に伴う増 

           参議院議員通常選挙費       ＋    9 億円   選挙実施に伴う増 

                  医療機関等施設設備整備費     ＋    8 億円   業務効率化推進のための給付金等の増 

                  義務教育費            ＋   8 億円   教職員給与費の増 

（減少）生活基盤施設耐震化等交付金    △    5 億円   国制度改正に伴う減 
 

 

 

財政調整基金                 △90 億円（△   68.2％）       ⑦42 億円 ← ⑥132 億円 

県債管理基金         ＋22 億円（＋  178.0％）       ⑦   35 億円 ← ⑥       13 億円 

 国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会運営等基金    ＋ 83 億円（＋  1,423.0％）       ⑦                 89 億円 ←  ⑥                                         6 億円 

公立学校情報機器整備基金        ＋30 億円（皆増）            ⑦                30 億円 ←  ⑥                                  0 億円 

退職手当基金                    △26 億円（皆減）            ⑦                                                         0 億円 ←     ⑥                                                                                                                                                    26 億円 
 

 

 
 

（増加）土地開発公社残余財産分配収入  ＋    7 億円  土地開発公社解散に伴う残余財産の分配 

（減少）公共用地先行取得事業資金   △56 億円    土地開発公社解散に伴う貸付の終了 

    中小企業関係資金       △18 億円  新型コロナ感染症対応資金の償還に伴う貸付金の減 

       滋賀県立大学積立金納付金   △      6 億円        地方独立行政法人法第 40 条第 5 項に基づく納付金 
  

 

 

 
 

○主な増減要因 

（増加）道路関係公共事業（国直轄事業含む）、新・琵琶湖文化館整備推進事業費、県立特別支

援学校教育環境整備事業費 

（減少）近江学園施設整備費、びわ湖ホール施設整備事業費 

○こうした結果、県債残高は、令和７年度末に１兆 895 億円となる見込みで、このうち臨時財

政対策債を除く実質的な県債は、7,181 億円となり、令和６年度末見込みより、415 億円の

増となっています。 
 

付表 第 4 表 令和７年度一般会計歳入予算の内訳（当初予算の比較） → 48 ページ 

    第 5 表 最近３カ年における県税の決算予算額 → 49 ページ 

諸収入 △71 億円（△16.0%、⑦369 億円 ← ⑥440 億円） 

 

県債（臨時財政対策債含む）  ＋28 億円（＋4.7％、⑦626 億円 ← ⑥598 億円） 

県債（   〃   除く）  ＋48 億円（＋8.3％、⑦626 億円 ← ⑥578 億円） 

繰入金 ＋21 億円（＋8.2%、⑦279 億円 ← ⑥258 億円） 

 

地方交付税 ＋40 億円（＋3.0％、⑦1,360 億円 ← ⑥1,320 億円） 

国庫支出金 ＋60 億円（＋9.4%、⑦693 億円 ← ⑥633 億円） 



16 

 

○歳出予算（目的別） 

歳出予算の目的別構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○歳出予算（目的別）増減の主な状況 

 

 

 

令和７年国勢調査費 ＋7.9 億円、県立高等専門学校整備推進費 ＋7.8 億円、 

地方合同庁舎非常用発電設備強化事業費 ＋4.0 億円、消防学校施設管理費 ＋3.5 億円、 

防災航空体制の整備・運航 △6.4 億円、公共用地先行取得事業資金貸付事業費 △56.3 億円 

 

 

 

選挙執行費（参議院議員） ＋8.6 億円、退職手当基金積立金 ＋7.5 億円、 

式典関係経費（国スポ・障スポ大会） ＋2.3 億円、退職手当（知事部局） △18.4 億円  

 

 

 

国スポ・障スポ大会開催事業費 ＋93.5 億円、新・琵琶湖文化館整備推進事業費 ＋18.1 億円、 

びわ湖ホール施設整備事業費 △15.5 億円、「幻の安土城」復元プロジェクト事業費 △5.3 億円 

 

 

 

木育拠点施設整備事業費 ＋2.1 億円、近江富士花緑公園管理運営事業費 ＋1.3 億円、 

琵琶湖環境科学研究センター長寿命化等推進事業費 △2.4 億円 

 

 

総合企画費 △38 億円（△24.8%、⑦116 億円 ← ⑥154 億円） 

 

総務費 ＋7 億円（＋4.5%、⑦162 億円 ← ⑥155 億円） 

 

琵琶湖環境費 ＋2 億円（＋1.0%、⑦175 億円 ← ⑥173 億円） 

 

議会費

1,274 

(0.2%)

総合企画費

11,649 

(1.8%)

総務費

16,236 

(2.5%)
文化スポーツ費

22,534

(3.5%)

琵琶湖環境費

17,481

(2.7%)

健康医療福祉費

93,453 

(14.5%)

子ども若者費

31,567 

(4.9%)

商工観光労働費

37,017 

(5.7%)

農政水産業費

22,870 

(3.5%)

土木交通費

64,974 

(10.1%)

警察費

34,833

(5.4%)

教育費

141,927 

(22.0%)

災害復旧費

982

(0.1%)

公債費

72,318 

(11.2%)

諸支出金

76,955 

(11.9%)

予備費

130 

(0.0%)

歳 出 合 計

6,462億円

（単位：百万円）

文化スポーツ費 ＋90 億円（＋66.3%、⑦225 億円 ← ⑥135 億円） 
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障害者自立支援給付費負担金 ＋11.2 億円、医療福祉拠点整備事業費 ＋9.4 億円、 

後期高齢者医療給付費県費負担金 ＋7.9 億円、生産性向上・職場環境整備等事業費 ＋7.9 億円、 

地域医師確保推進事業費 ＋7.3 億円、地域密着型サービス施設等整備事業費 ＋4.3 億円、 

後期高齢者医療基盤安定対策費負担金 ＋3.3 億円、 

近江学園長寿命化等推進事業費 △40.6 億円 
 

 

 

施設型給付・地域型保育給付 ＋6.7 億円、地域子育て支援事業費 ＋2.5 億円、 

児童養護施設等入所措置費 ＋2.4 億円、子ども医療対策費 ＋1.9 億円、 

子育て支援対策臨時特例基金返還事業費 △6.3 億円 
 

 

 

滋賀県未来投資支援事業費 ＋17.1 億円、しがテックイノベーション創出事業費 ＋3.5 億円、 

男女共同参画センター天井等落下防止対策等事業費 ＋3.4 億円、 

中小企業振興資金貸付金 △18.4 億円 
 

 

 

国営土地改良事業費負担金 ＋39.3 億円、県営かんがい排水事業費 ＋3.3 億円、 

畜産経営の生産性向上緊急支援事業費 ＋2.4 億円、県営農地防災事業費 ＋2.1 億円、 

飼料価格高騰対策緊急支援事業費 △4.1 億円 
 

 

 

国直轄道路事業費負担金 ＋20.0 億円、単独道路改築事業費 ＋3.2 億円、 

受託河川事業費 ＋2.9 億円、受託建築事業費 ＋2.2 億円、 

補助道路修繕事業費 ＋2.0 億円、近江鉄道線再構築事業費 △5.8 億円、 

県営住宅建設事業費 △4.8 億円、補助土木施設災害復旧事業費 △2.4 億円 
 

 

 

警察職員給与費 ＋7.8 億円、警察本部庁舎整備経費（各種捜査システム） ＋2.7 億円、 

信号灯器 LED 化経費 ＋1.9 億円、重要警衛警護対策経費（運営・装備） ＋2.1 億円、 

警察施設維持補修経費 ＋1.5 億円、DX 運転免許管理システム経費 △2.9 億円 
 

 

 

教職員給与費（退職手当以外） ＋47.6 億円、1 人 1 台端末整備事業費 ＋29.3 億円、 

県立特別支援学校教育環境整備事業費 ＋16.9 億円、退職手当基金積立金 ＋13.4 億円、 

県立学校トイレ整備事業費（高校・特支） ＋6.9 億円、 

県立学校校務情報化推進事業費 ＋5.8 億円、長寿命化等推進事業費（高校・特支） ＋2.1 億円、 

教職員退職手当 △33.8 億円、施設改修費（高校・特支） △2.1 億円 
 

 

 

元金 △26.6 億円、利子 ＋6.0 億円 
 
 

子ども若者費 ＋11 億円（＋3.6%、⑦316 億円 ← ⑥305 億円） 

 

商工観光労働費 ＋9 億円（＋2.5%、⑦370 億円 ← ⑥361 億円） 

 

土木交通費 ＋22 億円（＋3.6％、⑦650 億円 ← ⑥628 億円） 

 

警察費 ＋19 億円（＋5.9%、⑦348 億円 ← ⑥329 億円） 

 

教育費 ＋89 億円（＋6.7%、⑦1,419 億円 ← ⑥1,330 億円） 

 

公債費 △21 億円（△2.8%、⑦723 億円 ← ⑥744 億円） 

 

健康医療福祉費 ＋13 億円（＋1.4%、⑦935 億円 ← ⑥922 億円） 

 

農政水産業費 ＋46 億円（＋25.1%、⑦229 億円 ← ⑥183 億円） 
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地方消費税市町交付金 ＋27.0 億円、地方消費税都道府県清算金 ＋26.0 億円、 

県民税株式等譲渡所得割市町交付金 ＋10.4 億円、県民税配当割市町交付金 ＋3.0 億円、 

法人事業税市町交付金 ＋2.6 億円 

 

付表 第 6 表 令和 7 年度一般会計歳出予算の目的別内訳（当初予算の比較） → 49 ページ 

 

 

○歳出予算（性質別） 

歳出予算の性質別構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○歳出（性質別）増減の主な状況 

 

歳出総額に占める性質別経費の割合は、「人件費」が 1,754 億円で 27.1%となっており、前年度よ

り 21 億円（1.2％）増加しています。これは、定年引上げの影響により令和７年度は定年退職者が生

じないことにより退職手当が減少（△55 億円）する一方、給与改定による増加（＋64 億円）などが

あることによるものです。 

「扶助費」は 721 億円、全体の 11.2%で、障害者自立支援給付費負担金や後期高齢者医療給付費県

費負担金などにより前年度より 35 億円（5.1％）増加しています。また、「公債費」は 722 億円、全

体の 11.2%で、元金の減により、前年度より 20 億円（2.8%）減少しています。 

人件費、扶助費、公債費を合わせた、いわゆる「義務的経費」の歳出総額に占める割合は、49.5％

で、前年度に比べ 2.0 ポイント減少しています。 

 

 

 

 

給与改定 ＋63.5 億円、退職手当 △54.9 億円 

 

 

諸支出金 ＋70 億円（＋10.1%、⑦770 億円 ← ⑥700 億円） 

 

人件費 ＋21 億円（＋1.2%、⑦1,754 億円 ← ⑥1,733 億円） 

 

人件費（教育費）

117,935

（18.2%）

人件費（警察費）

26,477 

(4.1%)

人件費（その他）

31,007 

(4.8%)

扶助費

72,149

(11.2%)
公債費

72,230 

(11.2%)

普通建設

事業費

99,395
（15.4%）

災害復旧事業費

913 

(0.1%)

一般行政費

181,781 

(28.1%)

その他

16,564

(2.6%)

義務的経費

319,798 

(49.5%)

投資的経費

100,308

(15.5%)

その他の

経費

226,094
(35.0%)

歳 出 合 計

6,462億円

（単位：百万円）

人件費計
175,419
(27.1%)

貸付金

27,749
(4.3%)
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障害者自立支援給付費負担金 ＋11.2 億円、後期高齢者医療給付費県費負担金 ＋7.9 億円、 

施設型給付・地域型保育給付 ＋6.7 億円、児童養護施設等入所措置費 ＋2.4 億円、 

児童福祉施設給付事業費 ＋2.0 億円、子ども医療対策費 ＋1.9 億円、 

指定難病特定医療費助成事業費 ＋1.8 億円 

 

 

  

元金 △26.6 億円、利子 ＋6.0 億円 

 

「投資的経費」は 1,003 億円で、全体の 15.5％を占めており、近江学園やびわ湖ホールの整備経費

などが減少するものの、新・琵琶湖文化館整備推進事業費や県立特別支援学校教育環境整備事業費など

の増加により、全体として 83 億円（9.0％）増加しています。 

 

 

 

地域密着型サービス施設等整備事業費 ＋4.3 億円、 

しがテックイノベーション創出事業費 ＋3.2 億円、県営かんがい排水事業費 ＋3.2 億円、 

県営農地防災事業費 ＋2.1 億円、CO₂ネットゼロ・オフィス滋賀推進事業費 ＋1.9 億円、 

補助道路修繕事業費 ＋1.9 億円、医療施設防災対策推進事業費 ＋1.9 億円、 

水道生活基盤施設耐震化等事業費 △5.0 億円、近江鉄道線再構築事業費 △4.8 億円、 

県営住宅建設事業費 △3.8 億円 

 

 

 

新・琵琶湖文化館整備推進事業費 ＋17.5 億円、 

県立特別支援学校教育環境整備事業費 ＋16.5 億円、医療福祉拠点整備事業費 ＋10.8 億円、 

県立学校トイレ整備事業費（高校・特支） ＋6.9 億円、 

県立高等専門学校施設整備事業費 ＋5.9 億円、 

地方合同庁舎非常用発電設備強化事業費 ＋4.0 億円、 

男女共同参画センター天井等落下防止対策等事業費 ＋3.4 億円、 

消防学校施設管理費 ＋3.3 億円、 

国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会開催事業費 ＋3.3 億円、 

単独道路改築事業費 ＋3.2 億円、近江学園施設整備費 △40.6 億円、 

びわ湖ホール施設整備費 △15.5 億円 

 

 歳出全体の 35.0％を占める「その他の経費」については、「貸付金」が公共用地先行取得事業資金貸

付事業費の減などに伴い 73 億円（20.8％）の減などとなっているものの、「一般行政経費」が国スポ・

障スポ大会開催事業費や市町への税交付金および地方消費税に係る都道府県間の清算金の増などに伴

い 245 億円（15.6％）の増、「積立金」が退職手当基金の増などに伴い 31 億円（122.3％）の増な

どとなっていることから、全体としては 199 億円（9.6％）の増となっています。 

 

付表  第 7 表 令和 7 年度一般会計歳出予算の性質別内訳（当初予算の比較） → 50 ページ 

 

扶助費 ＋35 億円（＋5.1%、⑦721 億円 ← ⑥686 億円） 

 

公債費 △20 億円（△2.8%、⑦722 億円 ← ⑥742 億円） 

 

普通建設事業費（補助） ＋0 億円（＋0.0％、⑦340 億円 ← ⑥340 億円） 

 

普通建設事業費（単独） ＋25 億円（＋5.4%、⑦493 億円 ← ⑥468 億円） 
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▷生活費              207万円 
（人件費・物件費など） 

 
▷医療・介護費         72万円 
（扶助費（市町への補助分含む）） 

 
▷家族への仕送り      161万円 
など（補助費等、繰出金） 

 
▷家の修繕・増改築    100万円 
など（投資的経費） 

 
▷親戚の事業への貸付   28万円 
（貸付金） 

 
▷ローンの返済         72万円 
（公債費） 

 
▷預金                   6万円 
（積立金） 

 

支 出 収 入 

県の予算を年間収入646万円の家庭の家計簿に 
たとえてみると・・・ 

 
（令和７年度一般会計当初予算を10万分の1に圧縮しました。） 

 
▷給料               411万円 
 ・うち基本給（県税）          195万円 
・うち諸手当（地方交付税など）     216万円 

 
▷公的助成など       101万円 
 （国庫支出金など） 
 
▷預金の取り崩し      28万円 
 （繰入金） 
 
▷銀行からの借入      62万円 
 （県債） 
 
▷親戚への貸付金の   37万円 
返済など（諸収入） 

 
▷土地の売却収入など    1万円 
 （財産収入） 

 

▷その他の収入          6万円 

年間収入 
646万円 

預金残高     7３万円               ローン残高   1,089万円 

（注）預金残高、ローン残高は、令和７年度末見込み 

公共事業のための土地取得や国民健康保険事業といった特定の事業、貸付事業で特

定の資金をもって運用するものなどを、「特別会計」として他の事業と区分してい

ます。 

市町振興資金貸付事業 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 

中小企業支援資金貸付事業 

林業・木材産業改善資金貸付事業 

沿岸漁業改善資金貸付事業 

公債管理 

土地取得事業 

用品調達事業 

収入証紙 

国民健康保険事業 

特別会計

明 

参考 

産業用地開発事業 
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特別会計は、公共事業のための土地取得や国民健康保険事業といった特定の事業の実施や貸付事業で特定の

資金をもって運用するものなど、他の事業と区分して経理する必要がある事業について、一般会計とは別に経

理している会計で、その主な事業の概要は、次のとおりです。 

 
 

                                              （単位：千円） 

特 別 会 計 名 予 算 額 主 な 事 業 概 要 

市町振興資金貸付事業特別会計 226,400 
市町振興資金貸付 

一般会計繰出 

160,000 

 65,400 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 268,500 
母子父子福祉資金貸付 

寡婦福祉資金貸付 

62,000 

1,900 

中小企業支援資金貸付事業特別会計 564,400 
県債元利償還 

一般会計繰出 

248,447 

240,176 

林業・木材産業改善資金貸付事業特別会計 244,000 
林業・木材産業改善資金貸付 

木材産業等高度化推進資金貸付 

30,000 

110,000 

沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計 52,600 
経営等改善資金貸付 

青年漁業者等養成確保資金貸付 

9,000 

9,500 

公債管理特別会計 110,293,833 県債元利償還（借換債含む。） 106,050,826 

国民健康保険事業特別会計 111,833,000 

保険給付費等交付金 

後期高齢者支援金 

介護納付金 

88,947,236 

16,548,127 

5,242,779 

産業用地開発事業特別会計 260,000 産業用地開発 259,927 

土地取得事業特別会計 511,300 
公共用地先行取得 

基金積立 

500,000 

11,300 

 

付表 第８表 令和７年度特別会計予算（当初予算の比較） → 50ページ 

(5) 特別会計当初予算の状況 


